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自民党「新憲法草案」を斬る！
―その特徴とねらい
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日本国憲法の改正手続に関する法律案(仮称)･骨子素案 

【自由民主党・公明党合意】（2006 年４月 18 日） 

 

第一 趣旨 

 この法律は、日本国憲法第９6 条に定め

る憲法改正について、国民の承認の投票（以

下「国民投票」という）に閥する手続を定

めるとともに、あわせて憲法改正の発議の

手続を整備するものとすること。  
 
第二 総則 

 一 国民投票の期日等 
 １ 国民投票は、国会が憲法改正を発議

した日から起算して６０日以後 180 日以内

において、国会の議決した期日に行うもの

とすること。  
 ２ 総務大臣は、国民投票の期日の通知

があったときは、速やかに、中央選挙管理

会に通知しなければならないものとするこ

と。中央選挙管理会は、総務大臣から通知

があったときは、速やかに、国民投票の期

日を官報で告示しなければならないものと

すること。  
 二 国民投票の投票権 
 衆議院議員及び参議院議員の選挙権を有

する者は、国民投票の投票権を有するもの

とすること。  
 三 国民投票の執行に関する事務の管理 
 国民投票の執行に関する事務は、中央選

挙管理会が管理するものとすること。  
 
第三 憲法改正案広報協議会及び国民投票

に関する周知 

 一 憲法改正案広報協議会 
 １ 憲法改正の発議があったときは、そ

の国民に対する周知及び広報に関する事務

を行うため、国会に、各議院においてその

議員の中から選任された同数の委員で組織

する憲法改正案広報協議会を設けるものと

すること。（この設置根拠規定は、国会法に

置くものとする。第一三の四参照。）  
 ２ 憲法改正案広報協議会の委員は、各

会派の所属議員数を踏まえて、各会派に割

り当てて選任するものとすること。 
 ３ 憲法改正案広報協議会は、憲法改正

案、その要旨及び解説、憲法改正案に対す

る賛成・反対の意見その他の事項を掲載し

た国民投票公報の作成その他憲法改正案の

周知に関する事務を行うものとすること。  
 二 国民投票に関する周知 
 １ 総務大臣、中央選挙管理会、都道府

県の選挙管理委員会及び市町村の選挙管理

委員会は、国民投票に際し、国民投票の方

法その他国民投票の執行に関し必要と認め

る事項を投票人に周知させなければならな

いものとすること。 
 ２ 中央選挙管理会は、国民投票の結果

を投票人に対して速やかに知らせるように

努めなければならないものとすること。  
 
第四 投票人名簿及び在外投票人名簿 

 ｌ 市町村の選挙管理委員会は、国民投

票が行われる場合においては、投票人名簿

及び在外投票人名簿を調製しなければなら

ないものとすること。 
 ２ 市町村の選挙管理委員会は、中央選

挙管理会が定めるところにより、当該市町

村の区域内に住所を有する投票人で当該市

町村の住民基本台帳に記録されているもの

を投票人名簿に登録しなければならないも

のとすること。この場合において、国政選

挙の場合と同様に、いわゆる「３箇月居住

要件」を維持するものとすること。  
 
第五 投票及び開票 

 一 一人一票 
 国民投票は、憲法改正案ごとに一人ー票

に限るものとすること。  
 二 投票管理者及び投票立会人 
 投票管理者及び投票立会人に関し、必要

な規定を置くものとすること。 
 三 投票用紙  
 投票用紙は、国会の発議に係る憲法改正

の議案ごとに調製するものとすること。  
 四 投票の方式 
 投票人は、投票所において、憲法改正案

に対して賛成するときは○、反対するとき

は×の記号を、自ら記載して、これを投票

箱に入れなければならないものとすること。  
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 五 開票管理者及び開票立会人 
 開票管理沓及び開票立会人に関し、必要

な規定を置くものとすること。  
 六 投票及び開票に関するその他の事項 
 国民投票の投票及び開票に関しては、公

職選挙法中衆議院比例代表選出議員の選挙

の投票及び開票に関する規定の例によるも

のとすること。  
 
第六 国民投票分会及び国民投票会 

 一 国民投票分会及び国民投票会 
 国民投票分会及び国民投票会に関し、必

要な規定を置くものとすること。  
 二 国民投票の結果の報告及び告示等 
 １ 中央選挙管理会は、国民投票の結果

の報告を受けたときは、直ちに、有効投票

の総数、憲法改正案に対する賛成の投票の

数及び反対の投票の数並びに憲法改正案に

対する賛成の投票の数が有効投票の総数の

２分の１を超える旨又は超えない旨を官報

で告示するとともに、総務大臣を通じ内閣

総理大臣に通知しなけれぱならないものと

すること。 
 ２ 内閣総理大臣は、１の通知を受けた

ときは、直ちに、１に規定する事項を衆議

院議長及び参議院議長に通知しなければな

らないものとすること。  
 
第七 国民投票運動に関する規制等 

 一 投票事務関係者の国民投票運動の禁

止 
 １ 投票管理者、開票管理者等は、在職

中、その関係区域内において、国民投票運

動をすることができないものとすること。 

２ 中央選挙管理会の委員等、選挙管理委

員会の委員及び職員、裁判官、検察官、警

察官、会計検査官、徴税官吏は、在職中、

国民投票運動をすることができないものと

すること。  
 二 公務員等の地位利用による国民投票

運動の禁止 
 国又は地方公共団体の公務員等は、その

地位を利用して国民投票運動をすることが

できないものとすること。  
 三 教育者の地位利用による国民投票運

動の禁止 

 教育者（学校教育法に規定する学校の長

及び教員をいう。）は、学校の児童、生徒及

び学生に対する教育上の地位を利用して国

民投票運動をすることができないものとす

ること。  
 四 外国人の国民投票運動の禁止等 
 外国人は、組織的な国民投票運動や国民

の投票行動に重大な影響を及ぼすおそれの

ある国民投票運動をすることができないも

のとすること。  
 五 国民投票に関する罪を犯した者の国

民投票運動の禁止 
 この法律に規定する罪により禁錮以上の

刑に処せられたために選挙権及び被選挙権

を有しない者は、国民投票運動をすること

ができないものとすること。  
 六 報道機関の自主的取組 
 新聞社、通信社、放送機関その他の報道

機関は、虚偽の事項を報道し、又は事実を

歪曲して記載する等表現の自由を濫用して

国民投票の公正を害することのないよう努

めるものとすること。  
 七 投票日前の放送による広告の制限 
 何人も、国民投票の期日前７日から国民

投票の期日までの間においては、国民投票

に関する広告を、一般放送事業者、有線テ

レビジョン放送事業者、有線ラジオ放送の

業務を行う者又は電気通信役務利用放送の

業務を行う者の放送設備により放送をさせ

ることができないものとすること。  
 八 政党等によるテレビジョン放送及び

新聞広告 
 １ 政党等は、憲法改正案広報協議会の

定めるところにより、日本放送協会及び一

般放送事業者のテレビジョン放送の放送設

備により、無料で、憲法改正案に対する意

見の放送をすることができるものとするこ

と。 
 ２ 政党等は、憲法改正案広報協議会の

定めるところにより、新間に、無料で、憲

法改正案に対する意見の広告をすることが

できるものとすること。  
 
第八 罰則 

 １ ①買収罪、②投票干渉罪、③国民投

票の自由妨害罪、④投票の秘密侵害罪、⑤
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国民投票運動の規制違反の罪その他の罪に

関し、必要な罰則の規定を置くものとする

こと。 
 ２ 国外犯に対し、必要な罰則の規定を

置くものとすること。  
 
第九 国民投票の効果 

 一 国民の承認 
 国民投票において、憲法改正案に対する

賛成の投票の数が有効投票の総数の２分の

１を超えた場合は、当該憲法改正について

国民の承認があったものとすること。なお、

最低投票率制度は導入しないものとするこ

と。  
 二 憲法改正の公布 
 内閣総理大臣は、憲法改正案に対する賛

成の投票の数が有効投票の総数の２分の１

を超える旨の通知を受けたときは、直ちに

当該憲法改正の公布の手続きを執らなけれ

ばならないものとすること。  
 
第一〇 国民投票無効の訴訟等 

 一 国民投票無効の訴訟 
 １ 国民投票に関し異議があるときは、

投票人は、中央選挙管理会を被告として、

国民投票の結果の告示の日から起算して

30 日以内に、東京高等裁判所に訴訟を提起

することができるものとすること。 
 ２ １による訴訟の提起があった場合に

おいて、①国民投票の管理執行に当る機関

が国民投票の管理執行につき遵守すべき手

続に関する規定に違反した場合、②投票人

の投票意思を妨げるおそれのある国民投票

運動の規制及び罰則に違反する行為があり、

多数の投票人が一般にその自由な判断によ

る投票が妨げられたといえる重大な違反が

ある場合、又は③憲法改正案に対する賛成

又は反対の投票の数の確定に関する判断に

誤りがある場合であって、そのために国民

投票の結果に異動を及ぼすおそれがあると

きは、裁判所は、その国民投票の全部又は

一部の無効の判決をしなければならないも

のとすること。  
 二 訴訟の処理 
 訴訟については、裁判所は、他の訴訟の

順序にかかわらず速やかにその裁判をしな

ければならないものとすること。訴訟関係

人及び中央選挙管理会その他の国の機関は、

充実した審理を特に迅速に行うことができ

るよう、裁判所に協力しなければならない

ものとすること。  
 三 訴訟の提起と国民投票の効力 
 訴訟の提起があっても、国民の投票の効

力は、停止しないものとすること。  
 四 憲法改正の効果の発生の停止 
 １ 裁判所は-、意法改正が無効とされる

ことにより生じる重大な支障を避けるため

に緊急の必要があるときは､申立てにより

決定をもって、憲法改正の効果の発生の全

部又は一部を停止するものとすること。た

だし、本案について理由がないとみえると

きは、この限りでないものとすること。 
 ２ １により憲法改正の効果の発生を停

止する決定があったときは、憲法改正の効

果の発生は、本案に係る判決が確定するま

での間、停止するものとすること。  
 
第一一 再投票及び更正決定 

 １ 訴訟の結果、国民投票の全部又は一

部が無効となった場合（２の更正決定が可

能な場合を除く。）においては、更に国民投

票を行わなければならないものとすること。 
 ２ 訴訟の結果、国民投票の結果が無効

となった場合において、更に国民投票を行

わないで国民投票の結果を定めることがで

きるときは、国民投票会を開き、これを定

めなければならないものとすること。  
 
第一二 その他 

 １ 国民投票の執行に関する費用並びに

放送及び新聞広告に要する費用は、国庫の

負担とするものとすること。 
 ２ その他所要の規定を設けるものとす

ること。  
 
第一三 憲法改正の発議のための国会法の

一部改正 

 一 憲法改正案の提出 
 １ 議員が憲法改正案を提出するには、

衆議院においては議員 100 人以上、参輦院

においては議員５０人以上の賛成を要する

ものとすること。 
 ２ 憲法改正案の提出に当たっては、そ
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の提出者は、内容的に関連する事項ごとに

区分して行うよう努めなければならないも

のとすること。  
 二 憲法審査会 
 １ 日本国憲法について広範かつ総合的

に調査を行い、並びに憲法改正案及び日本

国憲法の改正手続に関する法律に関する法

律案を審査するため、各議院に、常設機関

として、憲法審査会を設けるものとするこ

と。 
 ２ 憲法審査会は、憲法改正案及び日本

国憲法の改正手続に関する法律に関する法

律案を提出することができるものとするこ

と。 
 ３ 各議院の憲法審査会は、他の議院の

憲法審査会と協議して合同審査会を開くこ

とができるものとすること。合同審査会は、

憲法改正案に関し、各議院の憲法審査会に

勧告することができるものとすること。 
 ４ 憲法改正案の議決に当たっては、各

議院の法定議員数の３分の２以上の賛成を

要するものとすること， 
 ５ 憲法審査会の議事その他運営に関す

る事項については、各議院の議決により特

別の定めをすることができるものとするこ

と。  
 三 憲法改正の発議及び国民に対する提

案 
 １ 憲法改正案について国会において最

後の可決があった場合には、その可決をも

って、日本国憲法第９６条第１項の憲法改

正の発議をし、かつ、同項の承認を求める

ために国民に提案したものとすること。 
 ２ １の場合において、両議院の議長は、

憲法改正の発議をした旨及び発議に係る憲

法改正案を官報に掲載するものとすること。  
 四 憲法改正案広報協議会 
 憲法改正の発議があったときは、その国

民に対する周知及び広報に関する事務を行

うため、国会に、各議院においてその議員

の中から選任された同数の委員で組織する

憲法改正案広報協議会を設けるものとする

こと。 
 
第一四 施行期日 

 この法律は、  から施行するものとす

ること。 

 
宮崎日日新聞 2005 年 12 月 4 日 
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民主党「憲法提言」（０５年１０月３１日） 

民主党憲法調査会 
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Ⅰ 未来志向の憲法を構想する 

１．憲法論議の土台を明確にし、未来志向の新

しい憲法を構想する 
 多くの国民は、日本国憲法が戦後の平和国家

日本の確立と持続に極めて大きな役割を果た

すとともに、人権意識や民主主義をこの国に深

く根づかせる土台となってきたことを認識し

ている。これを踏まえ、私たちは、日本国憲法

の根本規範に基づいて築き上げてきたものに

誇りを持ち、それを堅持しつつ、さらにそれら

を強化・発展させるために求められるのは何か

という出発点に立って議論を進めている。 
 昨今、憲法論議が徐々に盛り上がってきてい

る状況を、私たちは歓迎している。その中でい

ま、求められていることは、２１世紀の新しい

時代を迎えて、未来志向の憲法構想を、勇気を

もって打ち立てるということである。それは、

現在の日本国憲法が掲げる基本理念を踏まえ

て、それらをいかに深化・発展させるかという

ことであり、新たな時代にふさわしい「新しい

国のかたち」を国民と共有することに他ならな

い。 
２．新しい憲法の構成 
 そもそも憲法とは、主権者である国民が、国

家機構等に公権力を委ねるとともに、その限界

を設け、これをみずからの監視下に置き、コン

トロールするための基本ルールのことである。

同時に、これからの憲法を考えるに際しては、

憲法のこうした固有の役割に加えて、憲法それ

自体が国民統合の価値を体現するものである

とともに、国際社会と共存し、平和国家として

のメッセージを率先して発信するものでなく

てはならない。未来志向の憲法は、国家権力の

恣意的行使や一方的な暴力を抑制すること、あ

るいは国家権力からの自由を確保することに

とどまらず、これに加えて、国民の意思を表明

し、世界に対して国のあり方を示す一種の「宣

言」としての意味合いを強く持つものである。

そしてその構成は、日本国民の「精神」あるい

は「意志」を謳った部分と、人間の自立を支え、

社会の安全を確保する国（中央政府及び地方政

府）の活動を律する「枠組み」あるいは「ルー

ル」を謳った部分の二つから構成される。 
３．新しい憲法がめざす５つの基本目標 
 私たちは、こうした２つの性質を合わせ持つ

新しい憲法は、以下の５つの基本目標を達成す

るものでなければならないと考えている。これ

はまた、民主党が５年間の憲法論議を通じて獲

得し、共有した価値でもある。 
① 自立と共生を基礎とする国民が、みずから

参画し責任を負う新たな国民主権社会を構築

すること。 
② 世界人権宣言及び国際人権規約をはじめと

する普遍的な人権保障を確立し、併せて、環境

権、知る権利、生命倫理などの「新しい権利」

を確立すること。 
③ 日本からの世界に対するメッセージとして

の「環境国家」への道を示すとともに、国際社

会と協働する「平和創造国家」日本を再構築す

ること。 
④ 活気に満ち主体性を持った国の統治機構の

確立と、民の自立力と共同の力に基礎を置いた

「分権国家」を創出すること。 
⑤ 日本の伝統と文化の尊重とその可能性を追

求し、併せて個人、家族、コミュニティ、地方

自治体、国家、国際社会の適切な関係の樹立、

すなわち重層的な共同体的価値意識の形成を

促進すること。 
４．憲法の｢空洞化｣を阻止し、｢法の支配｣を取

り戻す 
 私たちは曖昧さのつきまとう憲法解釈が、国

際社会の要請や時代の変化に鋭く反応する気

概をこの国の人々から喪失させているのでは

ないかという懸念を抱いている。 
 その上、日本ではいま、既成事実をさらに積

み重ねて憲法の｢形骸化｣を目論む動きがある。 
 とりわけ、今日われわれが目撃しているわが

国の憲法の姿は、その時々の政権の恣意的解釈

によって、憲法の運用が左右されているという

現実である。同一の内閣においてすら、憲法解



 １１

釈が平然と変更されて、いまや憲法の｢空洞化｣

が叫ばれるほどになっている。いま最も必要な

ことは、この傾向に歯止めをかけて、憲法を鍛

え直し、｢法の支配｣を取り戻すことである。 
５．憲法を国民の手に取り戻すために 
 私たちは、当面する課題として、憲法改正手

続法制･国民投票法制の整備にとりかからなく

てはならない。しかも、国民に開かれた形で、

これらの議論を進めていかなければならない。 
 未来志向の憲法を打ち立てるに際しては、国

民の強い意志がそこに反映されなくてはなら

ない。しかし、日本ではこれまで、憲法制定や

改正において、日本国民の意思がそのまま反映

される国民投票を一度も経験したことがない。

私たちは、憲法を国民の手に取り戻すために、

国民による直接的な意思の表明と選択が何よ

りも大事であることを強く受け止めている。 
６．大いなる憲法論議のための「提言」をもっ

て行動する 
 ここにとりまとめた「憲法提言」は、その大

いなる国民的議論に資するための１つの素材

を提供するものである。 
 憲法についてそれぞれの想いで意見を発露

することは必要だが、それだけでは現実の憲法

を変えることはできない。 
 多様な憲法論議を踏まえて何らかの改革を

行おうとするならば、衆参各院において国会議

員の３分２以上の合意を達成し、かつ国民多数

の賛同を得るのでなければならない。政党や国

会議員は、みずからの意見表明にとどまること

なく、国会としてのコンセンサスと国民多数の

賛同をどう取りつけていくのかに向けて真摯

に努力していくことが求められている。 
 そもそも、憲法の姿を決定する権限を最終的

に有しているのは、政党でも議会でもなく、国

民である。今後はさらに、憲法を制定する当事

者である国民の議論を大いに喚起していくこ

とが重要である。民主党はその先頭に立って、

国民との憲法対話を精力的に推し進めていく

決意である。 
 

Ⅱ 国民主権が活きる新たな統治機構の創出

のために 

 官主導の統治制度と決別して、民主導の新し

い統治制度へ移行する。政府の統治機構につい

ては、「国民主権の徹底」と「権力分立の明確

化」を基本とし、(１)首相主導の政府運営の確

立、(２)国民の付託を受けた国会の行政監視機

能を拡充強化、(３)違憲審査機能の充実、を柱

に検討しとりまとめた。とりわけ、行政監視院

の設置や国政調査権の拡充など議会による行

政監視機能の整備を通じて、「議会の復権」も

しくは「国会の活性化」を可能とするための改

革提案を行う。 
１．首相(内閣総理大臣)主導の政府運営の実現 
 現行憲法では、第 65 条で「行政権は内閣に

属する」となっており、かつ第 66 条第 3 項で

内閣はその行使について「連帯して責任を負

う」こととなっている。そのため、全会一致の

閣議決定に権限行使が委ねられており、第 66 
条第 1 項にいう「首長」としての内閣総理大臣

のリーダーシップが強く制限されてきた。 
 首相(内閣総理大臣)主導の政府運営の確立の

ため、統一的な政策を決定し、様々な行政機関

を指揮監督してその総合調整をはかる「執政権

(executive power)」を内閣総理大臣に持たせ、

執政権を有する首相(内閣総理大臣)が内閣を構

成し、「行政権(administrative power)を統括す

ることとする。 
① 憲法第５章(「内閣」)における主体を「内閣

総理大臣」とするとともに、第 65 条における

「行政権」を「執政権」に切り替え、首長とし

ての内閣総理大臣の地位と行政を指揮監督す

る首相(内閣総理大臣)の権限を明確にする。 
② 政治主導・内閣主導の政治を実現するため、

内閣法や国家行政組織法など憲法附属法の見

直しを行い、政治任用を柔軟なものにし、首相

の行政組織権を明確なものにする。 
③ 現行の政官癒着の構造を断ち切り、個々の

議員と官僚の接触を禁止するなどの「政官関係

のあり方」についてさらに検討し、その規定を

明確にする。 
２．議会の機能強化と政府・行政監視機能の充

実 
 政府に対する国民のコントロール権限が十

分に発揮されるよう、議会の「政府・行政監視

機能」を大幅に拡充する必要がある。このため、

議会を単なる法案審議の場と 
 するのではなく、今日の複雑な行財政システ

ムや対外関係を律することが可能な専門的情

報管理とチェック権能を果たすための仕組み

に拡充していく。 
 さらに、現行の国政調査権をより活用できる

仕組みを確立するとともに、二院制についても、

決算・行政監視の充実など専門的・総合的な機

能を兼ね備えた参議院制度の確立を目指すな

どの見直しが必要である。ただし、この二院制

の見直しに際しては、分権改革との関連や二大

政党システムの確立と併せて検討されるべき

である。 
① 行政府の活動に関する評価機能をも併せ持

った「行政監視院」を設置するなど、専門的な
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行政監視機構を整備する。政府から独立した第

三者機関とするのか、議会の下に設置するのか

については、さらに検討を要する。 
② 憲法上の規定があいまいなまま現在の行政

府が所管しているいわゆる独立行政委員会に

ついては、その準司法的機関としての性格を踏

まえ、内閣とは別の位置づけを明確にする。そ

の上で、それらに対する議会による同意と監視

の機能を整備する。 
③ 国政調査権を少数でも行使可能なものにし、

議会によるチェック機能を強化する。 
④ 二院制を維持しつつ、その役割を明確にし、

議会の活性化につなげる。例えば、予算は衆議

院、決算と行政監視は参議院といった役割分担

を明確にするとともに、各院の選挙制度につい

ても再検討する。 
⑤ 政党については、議会制民主主義を支える

重要な役割を鑑み、憲法上に位置づけることを

踏まえながら、必要な法整備をはかる。 
⑥ 選挙制度については、政治家や政党の利害

関係に左右されないよう、その基本的枠組みに

ついて憲法上に規定を設ける。 
３．違憲審査機能の強化及び憲法秩序維持機能

の拡充 
 最高裁判所による違憲判断の事例が極めて

少ないことから、わが国の司法の態度は自己抑

制的であり、消極的すぎるとの批判を受けてき

た。 
 司法消極主義の下で繰り返されてきた政

府・内閣法制局の憲法解釈を許さず、憲法に対

する国民の信頼を取り戻し、憲法秩序をより確

かな形で維持するため、違憲立法審査を専門に

行う憲法裁判所の設置を検討する。 
 国家非常事態における首相(内閣総理大臣)の
解散権の制限など、憲法秩序の下で政府の行動

が制約されるよう、国家緊急権を憲法上明示し

ておくことも、重ねて議論を要する。 
① 新たに憲法裁判所を設置するなど違憲審査

機能の拡充をはかる。 
② 行政訴訟法制の大胆な見直しを進めると同

時に、憲法に幅広い国民の訴訟権を明示する。 
③ 国家緊急権を憲法上に明示し、非常事態に

おいても、国民主権や基本的人権の尊重などが

侵されることなく、その憲法秩序が確保される

よう、その仕組みを明確にしておく。 
４．公会計、財政に関する諸規定の整備・導入 
 現行憲法では、公会計や財政処理に関する規

定が明確ではなく、その責任もあいまいなまま

放置されている。しかし、憲法の基本原理たる

国民主権の本来の姿は、税の徴収と使用に対す

る国民監視がその根底にあり、この点を明確に

することは憲法の基本原理にもかかわる重要

なことである。官僚や時々の政府の恣意的な財

政支出や会計システムの利用を許さず、税に対

する国民監視を強化する意味でも、先の「行政

監視院」の設置と合わせて、公会計や財政責任

に関する規定を明確にしておくことが重要で

ある。また、中央銀行の位置づけについては、

引き続き検討する。 
① 責任の所在があいまいな現行の国の財政処

理の権限については、国会の議決に基づいて、

内閣総理大臣が行使することを明確にする。 
② 内閣総理大臣に、国の財政状況、現在及び

将来の国民に与える影響の予測について、国会

への報告を義務付ける。また、予算については、

複数年度にわたる財政計画を国会に報告し、承

認を得る。 
③ 会計検査院(または新たに設置された行政監

視院等)の報告を受けた国会は内閣に対して勧

告を行い、内閣はこの勧告に応じて必要な措置

を講ずることを明記する。 
５．国民投票制度の検討 
 現在、憲法改正に係る国民投票制度の在り方

について、検討作業が進められているが、この

制度自体は、直接民主主義に関わるものであり、

より広汎な検討が必要とされるものである。こ

うした観点から、例えば、「主権の委譲」を伴

う国際機構への参加や、重大な外交関係の変更

などに関して、また特定地域の住民に特別の強

い影響を及ぼす法制度の改革などに関して、国

民投票制度の整備を行うことが必要である。 
① 議会政治を補完するものとして、国民の意

見を直接問う国民投票制度の拡充を検討する。 
 

Ⅲ ｢人間の尊厳｣の尊重と｢共同の責務｣の確

立をめざして 

１．まず、「人間の尊厳」を尊重する 
 人間は自然の一部であり、命があり、自由な

主体性を持っているが故に尊厳がある。 
 「人間の尊厳」を尊重するとは、自然を守り、

命あるものを守り、他者の自由な主体性をも守

ることである。 
 これを基礎として、現行憲法に明記されてい

る人権保障を踏まえて、さらに新しい時代にふ

さわしいものへと進化させていく必要がある。 
 日本国憲法の根本規範の１つである基本的

人権の尊重を、抽象的な権利の主張としてでは

なく、日本社会に暮らす一人ひとりの人間とし

ての「尊厳」を具体的な権利の主張として受け

止める必要がある。 
 とりわけ、「人間の尊厳」を破壊する暴力に

ついては、国家と個人の関係はともより、個人
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と個人の私的な関係においても、これを厳格に

禁止すべきである。 
 また、「すべての人間は、生まれながらにし

て自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平

等である」との世界人権宣言第 1 条のこの規定

の根底には、「人間の尊厳」(国連憲章前文)の尊

重を人権保障のための第１原理として据える

確乎たる思想がある。それは今日、国際人権保

障体制との協力の下で達成されうるものであ

ることを再確認する。 
 この普遍的な考えの上に立ち、特に、以下の

人権に係る規定を置く。 
（１）生命倫理および生命に対する権利を明確

にする。 
 人権保障の根本原理として｢人間の尊厳は侵

すことができない｣という考えのもと、「生命に

対する権利」を明確にする。 
① 身体と精神に対する、本人の意思に反した

さまざまな侵害を排除する権利である人体の

統合の不可侵、人体とその一部の利用は、無償

の提供によってのみ許されるという人体要素

の無償原則、人体とその一部に関する情報の収

集、保存、利用に対する個人のプライバシー保

護を憲法上明確にする。 
② 生殖医療及び遺伝子技術の濫用からの保護

を明確にする。 
③ 自らの生命や生活に関して、本人自身が決

定できる自己決定権については、憲法上保障す

る権利の内容を検討し明確にすべきである。 
(２)あらゆる暴力からの保護を明確にする。 
 現代社会における暴力は、配偶者間・親子

間・子どもの折檻などのドメスティック・バイ

オレンスや、異性間におけるセクシャル・ハラ

スメント等あるいは国際的な人身売買など、そ

の関係、形態は多様である。あらゆる「人間の

尊厳」を破壊する個人的・社会的暴力を厳格に

禁止する旨を明確にする。 
(３)犯罪被害者の人権を擁護する。 
「人間の尊厳」の尊重の観点を踏まえ、何らか

の表現で憲法に犯罪被害者の権利を明確にす

る。一方で、国家からの人身の自由を大前提と

し、死刑制度廃止の是非についても検討をすべ

きである。 
(４)子どもの権利と子どもの発達を保障する。 
 子どもを独立した人格の担い手として認め、

「人間の尊厳」の尊重の観点から、その権利を

明記する。また、「人間の尊厳」の尊重の基盤

としての「教育への権利」を明確にし、良好な

家庭的環境で成長するための施策も含め「国及

び地方公共団体並びに保護者、地域等の教育に

関する責務ないし責任」を明確にする。 

(５)外国人の人権を保障する。 
「人間の尊厳」の尊重はすべての人びとに保障

されるとの観点に立ち、外国人の人権及び庇護

権と難民の権利を憲法上明確にする。また、公

的社会への参画の権利等について検討する。 
(６)信教の自由を確保し、政教分離の原則を厳

格に維持する。 
 信教の自由を「人間の尊厳」の保障に係るも

のとして位置づけ、かつ宗教団体と政党との関

係、公の機関と宗教的活動との関係などに関し

て政教分離の厳格な規定を設ける。 
(７)あらゆる差別をなくす規定を検討する。 
「差別」は「人間の尊厳」を侵害するものであ

る故に、「差別」はしてはならない。 
 日本では、法律のレベルにおいても「差別」

に対する厳格な規定をするものがあまりなく、

このため人権保障が形骸化しているケースも

少なくない。実質的な人権保障ができるよう、

憲法上の規定のあり方を検討すべきである。 
（８）人権保障のための第三者機関を設置する。 
 人権侵害の状況に対する不断の監視と、人権

の実現のためのサポートシステムとして独立

性の高い国内人権保障機関の設置を憲法上明

確にする。 
２．「共同の責務」を果たす社会へ向かう 
 権利だけで社会は維持できないが、だからと

言って、「義務」を強調することで社会の統合

力が高まるわけでもない。「納税の義務」「法に

従う義務」などが法的拘束力の有する「義務」

として、一般に挙げられる。しかし、環境保全

の場合のような社会的広がりを持つ社会共通

の切実な課題については、国、地方公共団体、

企業その他の中間団体、および家族・コミュニ

ティや個人の協力がなければ達成し得ないも

のである。 
 われわれは、これらの課題に挑戦するものと

して、国民の義務という概念に代えて、「共同

の責務」という考えを提示したいと考える。い

ま、地域(国)や世代の対立を超えて、人権ある

いは環境についてこれを良好に維持する「責

務」を「共同」で果たし、互いに権利を思いや

りながら暮らしていける社会の実現を目指す

ものである。 
 それはまた、＜国家と個人の対立＞や＜社会

と個人の対立＞を前提に個人の権利を位置づ

ける考えに立つのではなく、国家と社会と個人

の協力の総和が「人間の尊厳」を保障すること

を改めて確認する。 
(１)環境優先の思想を宣言する。 
 より環境を重視するとの観点に立ち、憲法に

おいて「地球環境」保全及び「環境優先」の思



 １４

想について言及することが望ましい。 
(２)人権・環境の維持向上のための「共同の責

務」を果たすことから始める。 
 自然環境の維持・向上は、個人の権利として

は馴染みがたく、かつ個人や行政の義務だけで

も果たし得ない。国・企業その他の中間団体並

びに家族やコミュニティ及び国民の「責務」を

同時に明確にする。 
(３)現在生きる人の利害だけでなく、将来の

人々に対する責務も果たす。 
 世代間の負担の公平を確保し、優れた自然や

環境を将来世代へ引き継ぐことの責務を明ら

かにして、目先の利害に囚われることなく、「未

来への責任」を果たしていくことを明確にする。 
(４)公共のための財産権の制約を明確にする。 
 財産権の見直しを行い、土地資源や自然エネ

ルギー資源、公共的な価値を認めて利用と処分

についての制限を設ける。例えば、都市景観に

ついては、適正な制限の下に調和した土地利用

がなされる必要がある。これによって、良好な

共同資源の維持の責務を果たすことができる

ようにする。なお、憲法において、適正手続の

明確化と判例において曖昧に用いられてきた

「正当な補償の下に」という文言の明確化を行

い、制約基準を明確にする。 
(５)曖昧な「公共の福祉」を再定義する。 
 日本社会では、国際人権規約委員会が指摘し

ている通り、「公共の福祉」概念が曖昧であり、

それが人権制約にかかる恣意的解釈を許して

いる。現行憲法に関して言えば、そもそも、自

由権から財産権まで、質の異なる基本権につい

て「公共の福祉」という同一の用語でもって何

らかの制限を課そうとするところに無理があ

ると思われる。個人の自由で自律的な人生選択

にかかわる基底的な基本権とその他の基本権

とを区分し、その区分に基づいて「公共の福祉」

について再定義する必要がある。 
 すなわち、人権の制約原理としての「公共の

福祉」概念については、人権相互の調整原理と、

社会的価値の実現もしくは確保のための「公共

の福祉」とを明確に区分して再検討する。内面

的自由の確保を核とする自由権に対する制約

は、これを人権相互の調整の必要の範囲内での

ことに限定し、より厳格な審査基準を設けて公

権力による恣意性を一切排除する必要がある。

これに対して、例えば、経済活動に関する権利

のような社会的権利については、公共目的によ

る「合理的な」制約を認めることも原理的に可

能とすべきである。また特に、財産権に関連し、

その財産の性質によっては「公共の福祉」に服

すべき場合がより強く想定されるものについ

て、その制約原理や基準を憲法上明確にするこ

とが必要である。 
３．情報社会と価値意識の変化に対応する「新

しい人権」を確立する 
 日本国憲法は人権に関する優れた規定を設

けている。しかし、急激な社会変化や価値観の

変容に伴い、憲法制定時には予想していなかっ

た権利や利益を保障することの必要が指摘さ

れるに至っている。21 世紀の新たな時代に求

められる「新しい権利」の構築と憲法上の位置

づけについて整理すべきである。とりわけ、高

度情報社会にともなう社会変動に対応するた

め、「人間の尊厳」の維持にとって不可欠な権

利の確立が求められており、権利に関する創造

的な思考に基づき、新たな提言を行う。 
(１)国民の「知る権利」を位置づける。 
 国民の｢知る権利｣を憲法上の権利とし、行政

機関や公共性を有する団体に対する情報アク

セス権を明確にする。 
(２)情報社会に対応するプライバシー権を確立

する。 
 従来「プライバシーの権利」として扱われて

きた権利問題も、伝統的なプライバシーの観点

からでは捉えきれない新たな問題を提起して

いる。とりわけ、自己情報保護の観点からの再

整理を行い、その権利性を明確にする必要があ

る。 
(３)情報社会におけるリテラシー(読み解く能

力)を確保し、対話の権利を保障する。 
 人は誰でも、コミュニケーションの主体とし

て尊重かつ保障され、他者との交信・協働が支

援される権利を有するという意味の「対話する

権利」なるものを組み立てる。 
 具体的に、現行の行政手続法との関連を踏ま

えて、行政に対する回答請求権を確立して、対

話する権利を保障することなどを検討する。同

時に、情報リテラシー問題の発生や生涯学習社

会の到来に対応し、人間の潜在能力の開発を支

援することを国の責務とする、「学習権」の概

念を確立し、それを明確にする。 
(４)勤労の権利を再定義し、国や社会の責務を

明確にする。 
 価値観、ライフスタイルの多様化を受けて、

｢労働の権利｣及び「職業選択の自由」の再定義

を行う。とりわけ、個々人の職業選択の自由を

具現化するための自由な労働市場の確保、職業

訓練機会の保障などに関する国及び企業等の

責務を明確にする。 
 また、報酬を得て行う労働ばかりでなく、無

償労働(アンペイドワーク、ボランティア活動)
への参加の保障を憲法上、明確にすべきである。 
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（５）知的財産権を憲法上明確にする。 
高度情報化社会により情報の流通が多元化・複

雑化している現在、新たな検討課題として、「知

的財産権」を整備する必要がある。知的財産権

には、著作上・芸術上の財産権のほか、広く特

許権や商標権などを含む考えもある。こうした

知的財産権も含めて憲法上、明確にしていくべ

きである。 
４．国際人権保障の確立 
 今日、人権の実現と保障は「国際社会の共通

の利益」と認識されており、日本における人権

保障もまた、憲法とともに国際人権規範によっ

て支えられている。国連憲章は「人権と基本的

自由を尊重するよう助長すること」を国際連合

の目的として掲げている。また、この目的の実

現のために加盟国が国連と協力して共同及び

個別の行動をとることを求めている。そして、

そのもとに国連人権委員会を設置して、世界人

権宣言を起草し、国際人権規約を作成した。日

本における人権保障もこうした国際規範の発

展とともに展開されている。未批准のまま放置

することなく、国際条約に対応する国内措置を

迅速に執ることを通じて、国際基準に見合った

人権保障体制を確立する必要がある。 
(１)「国際人権規範」の尊重を明確に謳う。 
 憲法の中の司法に関する項に、「国際人権法」

等の尊重を明確にする。 
(２)国際人権規範に対応する国内措置を義務づ

ける。 
 憲法の最高法規及び条約に関する項に、国際

条約の尊重・遵守義務に加えて、それに対応す

る「適切な国内措置」を講ずる義務を明確にす

る。 
 

Ⅳ 多様性に満ちた分権社会の実現に向けて 

１．分権社会の創造に向けた基本的考え 
 現行憲法は、政治的民主化の一環として地方

自治について４か条の原則的規定を定めた。し

かし、その後も戦前と同様の機関委任事務制度

が長く続いたことをはじめとして、自治体の組

織・運営・財政の全般にわたって国の法律によ

るがんじがらめの統制が行われてきた。また、

大半の地方自治体関係者もこれに甘んじてき

たこと、中央政府が自らの事務や権限を一貫し

て肥大させ続けてきたことなどが、真の意味で

の地方自治の定着や自治の文化の形成を妨げ

てきた。これよって、中央集権と画一主義の弊

害が強まり、いまや「分権改革」を求める声が

国民世論ともなっている。 
 中央集権的な行政の形と政策展開は見直す

べきである。地域自らの創意工夫が活かせる仕

組みをつくり出し、中央政府を地域の多様な自

治体活動をサポートするものにしていくべき

である。また、地方に色々な補助金を配分する

ことに多くの人材を投入することは改めるべ

きである。中央政府は、自治体の箸の上げ下げ

まで指示するような管理はやめて、中央政府で

しかなしえない仕事に人材も財源も傾斜配分

していくべきである。 
 1985 年に制定され、現在ではヨーロッパの

30 か国もの国が批准しているヨーロッパ自治

憲章には、「公的部門が負うべき責務は、原則

として、最も市民に身近な公共団体が優先的に

これを執行するものとする」という補完性の原

理・近接の原理を謳っている。コミュニティで

できないことを基礎自治体で、基礎自治体でで

きないことを広域自治体で、広域自治体ででき

ないことを国で、という補完性の原理を憲法原

則として採用し、中央政府（国）と地方政府（自

治体）の関係を構想する。 
２．｢補完性の原理｣に基づく分権型国家へと転

換する 
 連邦制はとらず単一国家を前提とする。国と

地方の役割分担を明確にし、中央政府は外交・

安全保障、全国的な治安の維持、社会保障制度

など国が本来果たすべき役割を重点的に担う

一方、住民に身近な行政は優先的に基礎自治体

に配分する。「補完性の原理」の考え方に基づ

き､国と基礎自治体、広域自治体の権限配分を

憲法上明確にするとともに、基礎自治体ではな

しえない業務や権限は、都道府県ないし道州に

相当する広域自治体が担当する。国あるいは広

域自治体による自治権侵害の司法的救済は、最

終的には憲法裁判所が「補完性の原理」を裁判

規範として審査するものとする｡ 
３．自治体の立法権限を強化する 
 これまで、特にまちづくりや環境保全などの

分野で、国の法令に対する自治体の「上乗せ・

横出し条例」が認められるかどうかなど、条例

制定権の限界がしばしば争われてきたところ

であるが、自治体の組織および運営に関する事

項や、自治体が主体となって実施する事務につ

いては、当該自治体に専属的あるいは優先的な

立法権限を憲法上保障する。中央政府は、自治

体の専属的立法分野については立法権を持た

ず、自治体の優先的立法分野については大綱的

な基準を定める立法のみ許される。 
４．住民自治に根ざす多様な自治体のあり方を

認める 
 自治体の組織・運営のあり方は自治体自身が

決めるという地方自治の本旨に基づき、基礎自

治体、広域自治体において、首長と議会が直接
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選挙で選ばれるという二元代表制度の採否を

自治体が選択できる余地を憲法上認める。これ

までの二元代表制だけでなく、議院内閣制ある

いは「執行委員会制」「支配人制」など多様な

組織形態の採用、住民投票制度の積極的活用な

ども可能となる。 
５．財政自治権・課税自主権・新たな財政調整

制度を確立する  
 地方自治体が自らの事務・事業を適切に遂行

できるよう、その課税自主権・財政自治権を憲

法上保障し、必要な財源を自らの責任と判断で

確保できるようにする。課税自主権は、各自治

体が自らにふさわしいと考える税目・税率の決

定権を含む。自治体の財政的自立を支えるもの

として、現在の地方交付税制度に代えて、新た

な水平的財政調整制度を創設する。 
 

Ⅴ より確かな安全保障の枠組みを形成する

ために 

１．民主党の基本的考え 
①憲法の根本規範としての平和主義を基調と

する 
 そもそも日本国憲法は、国連憲章とそれに基

づく集団安全保障体制を前提としている。その

うえで、日本は、憲法 9 条を介して、一国によ

る武力の行使を原則禁止した国連憲章の精神

に照らし、徹底した平和主義を宣明している。 
 日本国は、国連の集団安全保障が十分に機能

することを願い、その実現のために常に努力す

ることを希求した。そして日本国憲法は、その

精神において、｢自衛権｣の名のもとに武力を無

制約に行使した歴史的反省に立ち、その自衛権

の行使についても原理的に禁止するに等しい

厳格な規定を設けている。 
 このため、自衛権の行使はもとより、国連が

主導する集団安全保障活動への関与のあり方

について、不断に強い議論に晒されてきた。し

かし、どのような議論を経たにせよ、わが国の

憲法が拠って立つ根本規範の重要な柱の一つ

である「平和主義」については、深く国民生活

に根付いており、平和国家日本の形を国民及び

海外に表明するものとして今後も引き継ぐべ

きである。「平和を享受する日本」から「平和

を創り出す新しい日本」へ、すなわち「平和創

造国家」へと大きく転換していくことが重要で

ある。 
②憲法の｢空洞化｣を許さず、より確かな平和主

義の確立に向けて前進する国際平和の確立と

日本の平和主義の実現のために、いま、もっと

も危険なことは歯止めのない解釈改憲による

憲法の「空洞化」であり、国際社会との積極的

な協調のための努力をあいまいにし続ける思

想態度である。民主党は、その二つの弊害を繰

り替えしてきたこれまでの内閣法制局を中心

とする、辻褄合わせの憲法解釈にとらわれるこ

となく、わが国のより確かな平和主義の道を確

立し、国際社会にも広く貢献して、世界やアジ

ア諸国から信頼される国づくりをめざす。 
 多角的かつ自由闊達な憲法論議を通じて、①

「自衛権」に関する曖昧かつご都合主義的な憲

法解釈を認めず、国際法の枠組みに対応したよ

り厳格な「制約された自衛権」を明確にし、②

国際貢献のための枠組みをより確かなものと

し、時の政府の恣意的な解釈による憲法運用に

歯止めをかけて、わが国における憲法の定着に

取り組んでいく。 
 併せて、今日の国際社会が求めている「人間

の安全保障」についても、わが国の積極的な役

割を明確にしていく。 
２．わが国の安全保障に係る憲法上の４原則・

２条件 
 以上の認識の下、いわゆる憲法９条問題につ

いて次の「４原則・２条件」を提示す。 
(１)わが国の安全保障活動に関する４原則 
①戦後日本が培ってきた平和主義の考えに徹

する日本国憲法の「平和主義」は、「主権在民(国
民主権)」、「基本的人権の尊重」と並ぶ、憲法の

根本規範である。今後の憲法論議に際しても、

この基本精神を土台とし、わが国のことのみな

らず、国際社会の平和を脅かすものに対して、

国連主導の国際活動と協調してこれに対処し

ていく姿勢を貫く。 
②国連憲章上の「制約された自衛権」について

明確にする 
 先の戦争が「自衛権」の名の下で遂行された

という反省の上に立って、日本国憲法に「制約

された自衛権」を明確にする。すなわち、国連

憲章第 51 条に記された「自衛権」は、国連の

集団安全保障活動が作動するまでの間の、緊急

避難的な活動に限定されているものである。こ

れは、戦後わが国が培った「専守防衛」の考え

に重なるものである。これにより、政府の恣意

的解釈による自衛権の行使を抑制し、国際法及

び憲法の下の厳格な運用を確立していく。 
③国連の集団安全保障活動を明確に位置づけ

る 
 憲法に何らかの形で、国連が主導する集団安

全保障活動への参加を位置づけ、曖昧で恣意的

な解釈を排除し、明確な規定を設ける。これに

より、国際連合における正統な意志決定に基づ

く安全保障活動とその他の活動を明確に区分

し、後者に対しては日本国民の意志としてこれ
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に参加しないことを明確にする。こうした姿勢

に基づき、現状において国連集団安全保障活動

の一環として展開されている国連多国籍軍の

活動や国連平和維持活動(PKO)への参加を可能

にする。それらは、その活動の範囲内において

は集団安全保障活動としての武力の行使をも

含むものであるが、その関与の程度については

日本国が自主的に選択する。 
④｢民主的統制｣ (シビリアン・コントロール)
の考えを明確にする 
 集団安全保障活動への参加や自衛権の行使

にかかる指揮権の明確化をはかる。同時に、「民

主的統制」に関する規定を設けて、緊急時にお

ける指揮権の発動手続や国会による承認手続

きなど、軍事的組織に関するシビリアン・コン

トロール機能を確保する。 
 その従来の考え方は文民統制であったが、今

日においては、国民の代表機関である「国会の

チェック機能」を確実にすることが基本でなけ

ればならない。 
(２)わが国において安全保障に係る原則を生か

すための２つの条件 

①武力の行使については最大限抑制的である

こと 
 新たに明記される「自衛権」についても、戦

後日本が培ってきた「専守防衛」の考えに徹し、

必要最小限の武力の行使にとどめることが基

本でなければいけない。また、国連主導の集団

安全保障活動への参加においても、武力の行使

については強い抑制的姿勢の下に置かれるべ

きである。そのガイドラインについては、憲法

附属法たる安全保障基本法等に明示される。 
②憲法附属法として「安全保障基本法(仮称)」
を定めること 
 広く「人間の安全保障」を含めてわが国の安

全保障に関する基本姿勢を明らかにするとと

もに、民主的統制(シビリアン・コントロール)
にかかる詳細規定や国連待機部隊等の具体的

な組織整備にかかる規定および緊急事態に係

る行動原則など、安全保障に関する基本的規範

を取り込んだ「基本法」を制定する必要がある。

この基本法は憲法附属法としての性格を有す

るものとして位置づけられる。 

 
毎日新聞 2006 年 4 月 23 日 

 



 


